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・新賃金の議論にあたっては、新型コロナウイルス感染症の影響により、働き方や
暮らし方で、経営環境は急激に変化をしている。感染症対策に万全を期しつつ、早
期の業績回復に努めると共に、『変革２０２７』の実現に向けた取り組みで持続的
な社会発展に貢献する企業をめざしていく。そのためには、社員一人ひとりが主人
公となり、変化を先取りした価値とサービルを提供していくことが不可欠である。
・当社の収益状況が大幅に悪化し、以前のご利用水準までの回復は見通せない状況
にある。大変厳しい経営見通しの現状を乗り越えて、その先の持続的な成長につな
げて、全社員が一丸となって、生産性の向上に抜本的な構造改革に取り組むととも
に、変革のスピードアップを推し進めていく。
・令和３年度の新賃金については、足元の状況を踏まえつつ、極めて慎重に判断し
なければならない。
以上のような基本スタンスを踏まえ、新賃金やそれ以外の要求についても、総合

的に勘案し判断する必要があると考えている。今後、早期合意を念頭に、スケジュー
ル感を持ちつつ真摯かつ精力的に議論を進めていきたいと考えている。


